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viano and Thisse 2005）。さらに， ⑺ の内容は，開発経済学の分野の Myrdal
（1957）による累積的因果連関論や Hirschman（1958）による前方後方連関に
つながる（Ottaviano and Thisse 2005）。Fujita and Krugman（2004）では，Dixit 
-Stiglitz モデル（Dixit and Stiglitz 1977）を用いることにより，空間経済学の理































　本章の構成については，まず，第 2 節で IDE-GSM のモデルの設定につい




第 2 節　IDE-GSM で用いられている理論モデル
　Krugman（1991）などの空間経済学の理論モデルでは，産業集積が生じる





















る（図 2 - ₁ ）。




























ただし，fA（r）は地域 r における農業部門の生産量を，AA（r）（＞0）は地域 r
の農業部門の生産性の大きさを，LA（r）は地域 r の農業部門の労働投入量を，





















　ある ₁ 企業は ₁ 種類の財の生産に特化するので，企業の数とバラエティの
数は一致する。あるバラエティを生産する ₁ 企業は r 地域のうち， ₁ 地域で




占める労働投入への支出割合を b で表し，地域 r における製造業企業の生
産性のパラメターを AM（r）とするコブダグラス型生産関数により合成財が
生産され，さらに，生産量と関係なく一定量を必要とする投入量を fM として，
追加的な ₁ 単位の生産に必要な可変的投入量を cM として，地域 r のあるバ
ラエティの生産量を x（r）で表すと，その合成財が必要とされる量は fM＋











られた工場渡し価格を費用 C（r）の式に代入し，利潤は pM（r）（x（r）－qM x（r）
－f）となり，ゼロ利潤条件から得られる x（r）が ₁ /b となるように単位を
選ぶ。そのうえで，生産費用全体に占める労働投入への支出割合が b であ
ることと生産費用はゼロ利潤条件から pM（r）x（r）となることを用いて，労働









用途による輸送費用の区別はない。地域 r から地域 s（s≠r）へ輸送した場合
と地域 s から地域 r（s≠r）へ輸送した場合で，輸送費用は異なる。すべての
バラエティは同一の生産技術により生産されるとする。そのため，工場渡し
価格は，同一地域で生産されたバラエティ間で等しくなる。地域 ₁ で生産さ

























　地域 r における工業財への総支出 E（r）は，最終財として消費される工業
財への支出と中間財として投入される工業財への支出で構成される。前者は
地域 r 全体の労働と土地からの所得の c 割合に相当し，後者は地域 r に立地






































を fS として，追加的な ₁ 単位の生産に必要な可変的投入量を cS として，地










を仮定する。氷塊型輸送費では， ₁ 単位の製品を届けるためには，TS（＞ 
₁ ）単位の製品を出荷しなければならず，企業は工場渡し価格を TS 倍した
価格で他地域にて販売する。地域 r から地域 s（s≠r）へ輸送した場合と地域


























































－1 ΣkI（r）,　I ∈｛A, M, S｝ ⑼





















　IDE-GSM では， ₁ 地域について⑴，⑵，⑶，⑷，⑸，⑹，⑺，⑻，⑼，
⑽の10本の式を用いる。ただし，製造業は ₅ 業種あるため，⑶，⑷，⑸は，

















ス業部門の輸送費と企業の生産性 AS が 2 地域間で等しいと仮定した場合に，




















）とする。ZS は差別化の程度 rS と
サービス業の企業が生産した財の輸送費用で構成され，輸送費が減少するほ




が ₁ ％減少した際に，同一地域の価格指数が ZS /（rS－1）％低下することが示
されている。この効果を価格指数効果と呼ぶ。自地域の労働者の増加と他地




























































この⒀式では，Fujita, Krugman and Venables（1999）で説明されたように，
サービス業において，名目賃金が変化しないことを仮定した場合に，自国の
所得が ₁ ％増加すると， ₁ /ZS％の雇用が増加し，つまり，サービス業の生




























































































農業財の輸送費が含まれていない。第 ₆ 章にて，その 2 点に対応するための
モデルの設定の変更方法を紹介する。
〔注〕
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売するという設定を指す。
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補論　需要量の導出
　バラエティi の需要量を mi とする。地域 r のバラエティの数を nr とした
とき，すべての地域で生産されるバラエティの合計を n とする。バラエテ
ィ数 n の工業製品数量指数 Q を次式で定義する。
Q ＝（Σni ＝1 mi
qM）1/qM
費用最少化により，すべてのバラエティが消費されるように，qM の値が一
定であるとし，0 ＜ qM ＜ ₁ を仮定する。バラエティi の工場渡し価格を pMi 
とすると中間投入としての工業製品への支出額は Σni＝1 pMi mi である。所与の
Q のもとで総支出額を最小にすることで，バラエティi の ₁ 階の最適条件が
得られ，さらに，バラエティi とバラエティj の ₁ 階の最適条件を組み合わせ，
次の関係が得られる。











mj /dln pMipMj ＝ 11－qM＝rM
ただし，多様性の選好を想定して，rM ＞ ₁ とする。



























ないと仮定し，地域 r から地域 s（r≠s）への輸送には，氷塊型の輸送費用
TMrs（T
M
rs ＞ ₁ ) を用いて，輸送費込みの価格 pM T
M
rs のもとで，生産地で氷解分
を見越して需要量より多く生産すること，つまり，需要量を TMrs 倍する。そ
のため，工業財のあるバラエティの総需要は次のように示される。
42
xM（r）＝pM（r）
－rM
R
Σ
s＝1
E（s）GM（s）
rM －1 Trs
M－（rM－1）
同様に，サービス業のあるバラエティに対する需要量は次のように示される。
xS（r）＝lS p（r）
－r
R
Σ
s＝1
Y（s）GM（s）
－（1－rS）Trs
S－（rS－1）
企業のゼロ利潤条件から得られる供給量が lS と等しいように単位をとるこ
とにより，上記の需要量を用いて導出された式⑻には，lS は現れない。
